様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　2024年　2月　5日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）りすくもんすたーかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称 　リスクモンスター株式会社                 
（ふりがな）ふじもと　たいち   
（法人の場合）代表者の氏名  藤本　太一    印   
住所　〒103-0027　東京都中央区日本橋2-16-5　RMGビル
法人番号　5010001075531　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	リスクモンスター企業ホームページ内「DX（デジタルトランスフォーメーション）への取組」

	公表日
	2021年7月16日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ、DX（デジタルトランスフォーメーション）への取組にて公表。
TOP＞企業情報＞DX（デジタルトランスフォーメーション）への取組
https://www.riskmonster.co.jp/corporate/dx/

	記載内容抜粋
	当社グループは、事業を取り巻く厳しい環境を踏まえ、「新しいスタンダードを提供する」をキーワードに長期ビジョン『RismonG-30』を制定しました。
・社会に有用な付加価値のある信頼されるサービスを提供する。
・信用を判断するだけでなく信用を生み出す。
・公正で安心できる仕組み作りの役割を担う。

また、長期ビジョン『RismonG-30』に基づく第７次中期経営計画2021～2023においては、独自データベースをより活用したサービスモデルへと移行し、サービスのサブスク化、を進めることを目標とし、独自データベースのSFA、WEBマーケティングとの連携強化、既存データベースと独自データベースをコンバインしたAI評価モデルの構築等に取り組んでまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認に基づいて公表



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 リスクモンスター企業ホームページ内「DX（デジタルトランスフォーメーション）への取組」
2 リスモンAPIサービスにおける『反社APIサービス』提供開始のお知らせ
3 与信管理のリスクモンスター、「RM格付」の倒産判別力を91.8％に引き上げ
4 有価証券報告書　

	公表日
	1 2021年7月16日
2 2022年6月8日
3 2023年6月22日
4 2023年6月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 当社ホームページ、DX（デジタルトランスフォーメーション）への取組にて公表。
TOP＞企業情報＞DX（デジタルトランスフォーメーション）への取組
https://www.riskmonster.co.jp/corporate/dx/

2 当社ホームページ、プレスリリースにて公表。
TOP＞プレスリリース
https://www.riskmonster.co.jp/pressrelease
・リスモンAPIサービスにおける『反社APIサービス』提供開始のお知らせ
https://www.riskmonster.co.jp/pressrelease/post-12501/

3 当社ホームページ、プレスリリースにて公表。
TOP＞プレスリリース
https://www.riskmonster.co.jp/pressrelease
・与信管理のリスクモンスター、「RM格付」の倒産判別力を91.8％に引き上げ　与信管理に新しいスタンダードを提供
https://www.riskmonster.co.jp/pressrelease/post-14991/

4 当社ホームページ、IR資料室にて公表。
TOP＞IR情報＞IR情報＞IR資料室＞有価証券報告書/内部統制報告書
https://www.riskmonster.co.jp/corporate/ir/library/securities/
・2024年3月期 有価証券報告書
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3768/yuho_pdf/S100R5YU/00.pdf
記載ページ：13ページ上段「・新しい働き方への対応として、～」より

	記載内容抜粋
	1 『RismonG-30』に掲げた目標を実現するために、DX（デジタルトランスフォーメーション）の観点から、以下の取り組みを進めてまいります。
・クライアントへのDX化支援
・AI等の活用による自社保有データの分析推進
・デジタルプラットフォーム活用による業務効率化

クライアントへのDX化支援の具体例
2 反社APIサービスの提供
弊社が提供するAPIサービスにおいて、企業のコンプライアンスリスク情報の提供を開始しております。

AI等の活用による自社保有データの分析推進の具体例
3 企業信用格付のアルゴリズムにAIを活用
弊社提供の企業信用格付「RM格付」にAI技術を活用しております。

デジタルプラットフォーム活用による業務効率化の具体例
4 新しい働き方への対応
オフィスのフリーアドレス化（デスクトップパソコンや固定電話の廃止）、テレワークの実施（自宅・自宅以外）を実施しております。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①②③について、経営会議における承認、社内の所定権限に基づく稟議決裁に基づいて公表。
※経営会議は、事業執行において取締役会から権限委譲されたしかるべき執行機関であり、稟議に関しても社内の決裁権限に定められた決裁者によって決裁されるものである。

④について、取締役会の承認に基づいて公表。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 組織体制について
当社ホームページ、DX（デジタルトランスフォーメーション）への取組にて公表。
TOP＞企業情報＞DX（デジタルトランスフォーメーション）への取組
https://www.riskmonster.co.jp/corporate/dx/

2 人材の育成・確保について
当社ホームページ、IR資料室にて公表。
TOP＞IR情報＞IR情報＞IR資料室＞有価証券報告書/内部統制報告書
https://www.riskmonster.co.jp/corporate/ir/library/securities/
・2024年3月期 有価証券報告書
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3768/yuho_pdf/S100R5YU/00.pdf
記載ページ：12ページ下段と13ページ上段「②人的資本に関する戦略」

	記載内容抜粋
	1 組織体制について
DX業務を専門に行う部署として、サービス・コンテンツ本部内にDXチームを設置いたしました。
2 人材の育成・確保について
ジョブ型雇用制度の導入や日本の開発センターにおける外国人採用を導入することにより、国内外から専門性の高い人材確保に努めております。
（補足）
上記「開発センター」とは、戦略推進に必要なAIの研究開発を進める開発エンジニアの部署となっています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	リスクモンスター企業ホームページ内「DX（デジタルトランスフォーメーション）への取組」

	記載内容抜粋
	当部署においては、当社が保有する約500万社の独自企業データベースおよび約7,000のクライアントが利用する与信管理情報を、AI技術やETLツールを用いることで、当社がご提供する企業信用格付（RM格付）のさらなる精度向上を図るほか、クライアントにとって有効度の高い商品・サービスの開発、マーケティング戦略への活用を図ってまいります。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	業績予想の修正に関するお知らせ

	公表日
	2023年11月10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ、IRニュースにて公表。
TOP＞IR情報＞IRニュース
https://www.riskmonster.co.jp/corporate/ir/news/
・業績予想の修正に関するお知らせ
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3768/tdnet/2360447/00.pdf
記載ページ：1ページ

	記載内容抜粋
	2023年度業績目標を公表
売上高3,730百万円　営業利益350百万円
営業利益率　9.4％
本DX戦略を進めることで、クライアントに対するサービス提供機会の増大、当社サービス品質の向上、コスト削減が見込まれることから、売上高、営業利益、営業利益率の達成度を測る指標と定めている。




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2023年6月5日
2 2023年6月9日

	発信方法
	1 当社ホームページ、IR資料室にて発信。
TOP＞IR情報＞IR情報＞IR資料室
https://www.riskmonster.co.jp/corporate/ir/library/
・第23期　株主通信
https://ssl4.eir-parts.net/doc/3768/ir_material_for_fiscal_ym1/136896/00.pdf
記載ページ：1ページ 左側中段

2 IRTV for YouTubeにて発信。
・【IRTV 3768】リスクモンスター/2023年3月期決算業績と通期業績予想について
https://www.youtube.com/watch?v=uaBd69Ba94g
再生位置0：05：52より代表取締役社長藤本による発言

	発信内容
	1 代表取締役社長藤本による発信１
２０２３年３月期においては、独自データベース拡充への投資の他、「反社ＡＰＩサービス」などのＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）化支援サービスの提供開始、また新たにクラウドサービスセキュリティ国際規格「ＩＳＯ/ＩＥＣ２７０１７：２０１５」を取得するなどセキュリティ体制の強化などを実施してまいりました。
　今後も、企業理念「顧客を大切にして共に繁栄しよう」「プロフェッショナリズムを繁栄の源泉にしよう」を念頭に、独自データベースのさらなる拡充、ならびにＡＩを積極的に活用したＤＸへの取組を充実させ、新しいスタンダードを提供してまいります。
2 代表取締役社長藤本による発信2
「会員企業様のDX化支援サービスとして、反社APIサービス、SaaS連携を自動化する対応も提供しております。」



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	通年実施（月次）

	実施内容
	取締役会、経営会議、IT戦略会議での課題把握
実務執行統括責任者は、取締役会、経営会議、IT戦略会議に出席しており、新たなDX実現に向けた取り組みに対する検討、議論および意思決定を行っている。また、社内で利用されている情報システムの課題や新規開発の必要性についても議論し、課題を把握している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	通年実施、必要に応じ修正

	実施内容
	当社は経営陣による意思決定機関である「ＩＴ戦略会議」の下部組織として、情報セキュリティに関する各部署・グループの代表者によって構成される「セキュリティ向上委員会」を設置し、情報セキュリティ対策を実施しております。

「セキュリティ向上委員会」では、情報セキュリティポリシーに従い、システム基盤強化や情報セキュリティ管理に関するマネジメントシステムであるISO/IEC27001を取得し、システムリスクや情報漏洩リスクをコントロールするとともに、規則・マニュアル等を定めてリスクの発生に備えております。

情報セキュリティポリシー
https://www.riskmonster.co.jp/security/




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

